
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の実施内容及び効果（令和６年度実施計画掲載事業のうち、令和６年度完了分）

（単位：円）

1 総務部 総務課
島根県立大学授業料等軽減
事業

エネルギー価格・物価高騰の影響により経済的に修学が困難となる
学生の修学継続を図るため,学生に対する授業料減免に係る経費を
補助する。

エネルギー価格・物価高騰の影響により経済的に修学が困難となる
学生の修学継続のため、県立大学が行う学生計24名に対する授業料
減免に係る経費を補助した。

4,180,900 4,097,000

2 総務部 総務課
私立専修学校授業料減免事
業補助金

エネルギー価格・物価高騰の影響により経済的に修学が困難となる
生徒の修学継続を図るため、生徒に対する授業料減免に係る経費を
補助する。

エネルギー価格・物価高騰の影響により経済的に修学が困難となる
生徒の修学継続のため、私立専修学校が行う生徒1名に対する授業
料減免に係る経費を補助した。

49,150 48,000

3 農林水産部 畜産課 畜産農家臨時経営支援事業

飼料価格の高値は続き、畜産物への価格転嫁も農家の先行き不安を
払拭するには不十分であり、畜産農家の経営環境は依然として厳し
いままである。国の配合飼料価格安定制度の特例措置が令和５年末
をもって終了し、畜産経営への影響が懸念されるため、激変緩和措
置として県単独での支援を令和６年度も継続し、予算の範囲内にお
いて補助金を交付する。

畜産農家を対象に、高騰する配合飼料の農家負担額に係る支援を行
うことで、畜産農家の経営の安定化を図られた。（支援件数：257
件）

418,365,500 409,998,000

実施内容及び効果事業概要 総事業費
うち臨時交付金

事業名No. 部局 課
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実施内容及び効果事業概要 総事業費
うち臨時交付金

事業名No. 部局 課

4 農林水産部 畜産課
県産水田粗飼料利用拡大推
進事業（飼料費高騰対策）

飼料費高騰を踏まえ、県産粗飼料利用を拡大・定着させるため、畜
産農家が耕種農家との連携を図る取組を支援する。

エネルギー価格・物価高騰の影響により飼料費が高騰する中におい
て、畜産農家（計164件）及びJAしまねを対象に、県産粗飼料の取
り組み支援（18,721ｔ分）、飼料分析に係る支援（6検体分）、畜
産農家と耕種農家とのマッチング活動支援（3地区分）を実施する
ことで、県産粗飼料の利用拡大・定着が図られた。

144,629,017 141,737,000

5 農林水産部 農山漁村振興課
水田農業経営安定推進対策
事業

飼料費高騰を踏まえ、県産粗飼料利用を拡大・定着させるため、飼
料用米作付面積を前年度よりも拡大した生産者に支援を行う。

飼料用米作付面積を前年度よりも拡大した生産者に支援を行うこと
で、飼料用米の生産拡大が図られた。（支援件数：24件）

545,210 534,000

6 農林水産部 農山漁村振興課
水田農業経営安定推進対策
事業

需要と結びついた作物生産や耕畜連携のしくみづくり、セーフティ
ネット加入促進に取り組む地域協議会の活動を支援する。

地域農業再生協議会に対して支援することで、作物作付け動向の把
握やセーフティネットへの加入促進が図られた。
（支援件数：７件）

2,182,000 2,138,000

7 環境生活部 環境政策課 エコライフ推進事業
原油価格高騰に伴う電気料金の高止まりや電力需給のひっ迫が起き
ていることから、家庭におけるエネルギー供給源の多様化とエネル
ギー自給を図るため、再生可能エネルギーの設備導入を支援する。

各家庭における住宅用太陽光発電、蓄電池、木質バイオマス熱利用
設備、太陽熱等利用設備の導入経費を、県内市町村を経由して生活
者に対して支援することで、再生可能エネルギーの設備導入が促進
された。（支援件数：846件）

24,447,000 23,958,000

2 / 8 ページ



実施内容及び効果事業概要 総事業費
うち臨時交付金

事業名No. 部局 課

8 商工労働部 観光振興課 観光施設等整備支援事業
国が実施する地域一体となった観光地の再生・観光サービスの高付
加価値化事業（地域一体型）に、事業者が積極的に取り組めるよう
県と市町村が協調して支援する。

国が実施する地域一体となった観光地・観光産業の再生・高付加価
値化事業に事業者が積極的に取り組めるよう県と市町村が協調して
支援を行った（実績：８市町村５１施設）。

211,701,000 207,466,000

9 商工労働部 中小企業課
商工会・商工会議所活動支
援事業

原油価格・物価の高騰の影響により、経営状況が厳しい県内事業者
への積極的な経営支援や各種補助金事務の円滑な対応ができるよう
商工団体の体制を強化し、県内事業者の事業継続を支援する。

県内商工会議所（計８箇所）及び島根県商工会連合会に対し、経営
状況が厳しい県内事業者への積極的な経営支援や各種補助金事務の
円滑な対応を行うための専門人材の配置等を支援することで、商工
団体の体制を強化し、県内事業者の事業継続を支援した。

66,854,541 65,517,000

10 教育庁 特別支援教育課
物価高騰に伴う学校給食等
対策事業（特別支援学校）

物価高騰前と同様の給食等提供ができるよう、県費負担による給食
等単価の上乗せを実施する。

物価高騰前と同様の給食等提供ができるよう、157,695食分の給食
等費用の増嵩分を負担した。

9,469,946 9,280,000

11 健康福祉部 地域福祉課
生活困窮者支援・子どもの
セーフティネット推進事業

物価高騰により影響を受ける生活困窮者等を支援するため、県内で
子ども食堂を運営する団体等に対して支援を行う。

県内の子ども食堂運営者（計52団体）に対する活動費の支援を、島
根県社会福祉協議会を通じて実施し、物価高騰により影響を受ける
生活困窮者等を支援を継続することができた。

17,488,509 17,138,000

12 教育庁 社会教育課
図書館維持管理事務（エネ
ルギー価格・物価高騰対
策）

社会教育施設（県立図書館）について、原油価格・物価高騰の影響
がある中で、施設の円滑な管理・運営が継続できるよう、光熱費の
増嵩分に対応する。

県立図書館の光熱費を増額し、施設の円滑な管理・運営を継続でき
た。

2,718,215 2,663,000

13 教育庁
特別支援教育課
学校企画課

学校管理運営費（光熱費・
燃料費高騰対策）

県立学校の円滑な管理・運営が継続できるよう、エネルギー価格の
高騰により影響を受けている、県立高校35校及び県立特別支援学校
12校の光熱費並びに水産練習船の燃料費を増額した。

エネルギー価格の高騰により影響を受ける県立高校35校及び県立特
別支援学校12校の光熱費並びに水産練習船の燃料費を増額し、施設
の円滑な管理・運営を継続できた。

135,007,000 132,305,000
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実施内容及び効果事業概要 総事業費
うち臨時交付金

事業名No. 部局 課

14 警察本部 警察本部
警察庁舎光熱水費高騰対策
費（エネルギー価格・物価
高騰対策）

直接住民が利用する機会の多い運転免許センター等の警察施設につ
いて、原油価格・物価高騰の影響がある中で、県民の安全や安定し
た施設利用できるよう対応する。

警察施設（16箇所）における光熱費を増額し、施設の円滑な管理・
運営を継続できた。

38,615,698 37,842,000

15

地域振興部
農林水産部
土木部
環境生活部
商工労働部
政策企画局
教育庁
健康福祉部

しまね暮らし推進課
水産課
産地支援課
都市計画課
文化国際課
自然環境課
スポーツ振興課
商工政策課
産業振興課
女性活躍推進課
文化財課
社会教育課
健康福祉総務課

エネルギー価格・物価高騰
対策事業（指定管理施設光
熱費等高騰分）

直接住民の用に供する施設について、エネルギー価格・物価高騰の
影響がある中でも、施設の円滑な管理・運営が継続できるよう、光
熱費の増嵩分に対応する。

指定管理24施設において、高騰する光熱費にかかる指定管理料の増
額を行い、エネルギー価格・物価高騰の影響がある中でも、直接住
民の用に供する施設の円滑な管理・運営が継続できるよう支援を
行った。
（対象）
男女共同参画センター、県立しまね海洋館、県立美術館、芸術文化
センター、県民会館、三瓶自然館、県立武道館、県立水泳プール、
県立体育館、県立石見武道館、県立サッカー場、東部総合福祉セン
ター、西部総合福祉センター、宍道湖自然館、花ふれあい公園、し
まね花の郷、産業交流会館、テクノアークしまね、浜山公園、石見
海浜公園、万葉公園、八雲立つ風土記の丘、古代出雲歴史博物館、
青少年の家

355,978,947 348,842,000

16

地域振興部
農林水産部
環境生活部
健康福祉部
商工労働部
政策企画局
教育庁
警察本部

しまね暮らし推進課
農地整備課
農業経営課
産地支援課
沿岸漁業振興課
環境政策課
環境生活総務課
文化国際課
スポーツ振興課
地域福祉課
観光振興課
産業振興課
しまねブランド推進課
中小企業課
雇用政策課
都市計画課
女性活躍推進課
社会教育課
学校企画課
教育指導課
警察本部
健康推進課
医療政策課

エネルギー価格・物価高騰
対策事業（外郭団体等光熱
費等高騰分）

直接住民の用に供する施設について、エネルギー価格・物価高騰の
影響がある中でも、施設の円滑な管理・運営が継続できるよう、運
営費を支援する。

県内の外郭団体（計49団体）に対して、高騰する光熱費にかかる運
営費の増額を行い、エネルギー価格・物価高騰の影響がある中で
も、直接住民の用に供する施設の円滑な管理・運営が継続できるよ
う支援を行った。
（対象）
公益財団法人ふるさと島根定住財団、公益財団法人しまね農業振興
公社、公益社団法人　島根県水産振興協会、公益財団法人しまね自
然と環境財団、公益財団法人しまね国際センター、公益財団法人島
根県障害者スポーツ協会、公益財団法人島根県スポーツ協会、社会
福祉法人島根県社会福祉協議会、公益社団法人 島根県観光連盟、
公益財団法人しまね産業振興財団、一般財団法人島根県物産協会、
松江商工会議所他県内7商工会議所、島根県商工会連合会、県内21
商工会、島根県中小企業団体中央会、公益財団法人しまね女性セン
ター、公益財団法人しまね文化振興財団、公益財団法人　島根県育
英会、公益財団法人島根県暴力追放センター、公益財団法人　ヘル
スサイエンスセンター島根、島根県立石見高等看護学院、島根県立
松江高等看護学院

110,225,200 107,995,000

17 農林水産部 農業経営課
燃油価格・農業資材高騰等
総合緊急対策ハウス整備事
業

燃油価格・農業資材高騰等に直面している農業者の燃油・化学肥料
の使用量抑制を実践する農業用ハウス整備の取り組みを支援する。

認定新規就農者等に対し、自動谷換気装置、サイド自動換気、自動
潅水システム、環境モニタリング装置を備えたハウス整備を支援
し、省エネ化の促進を図った（補助事業件数：５件）。

4,650,000 2,418,000
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実施内容及び効果事業概要 総事業費
うち臨時交付金

事業名No. 部局 課

18 農林水産部 林業課
林業・木材産業省エネ機器
等導入緊急支援事業

エネルギー価格・物価高騰等に直面する林業事業者を支援するた
め、事業者の省エネ機器、施設等の導入を支援する。

林業事業体等計８社に対して、経営コストの削減等に寄与する省エ
ネ機器等(８台)の導入を支援し、今後の燃油・資材高騰等の影響を
最小限に抑えるための原木生産体制整備を実施した。

5,082,000 2,642,000

19 農林水産部 沿岸漁業振興課
水産業省エネ・省コスト機
器等導入支援事業

原油価格・物価高騰の影響を受ける中、沿岸自営漁業者等を対象
に、操業コスト削減に向けた省エネ・省コストに資する機器等の導
入を支援する。

沿岸自営漁業者等21名を対象に、操業コスト削減に向けた省エネ・
省コストに資する機器等の導入に係る支援を行い、燃油消費量の削
減など一定の成果を得ることができた。

8,109,000 4,319,000

20 商工労働部 商工政策課
ＬＰガス価格高騰緊急対策
事業（R5補正分）

物価高騰対策支援策のため、国が直接行う都市ガス等の価格高騰対
策に含まれていない、ＬＰガス消費者を対象とした料金値引き・給
付金の支給を行う。

ＬＰガス販売事業者（122事業者）を通じた消費者178,928件の利用
料金の値引きと、大量消費者等2,473件に対して使用量に応じた給
付金を支給した。

66,795,500 34,733,000

21 商工労働部 産業振興課

ものづくり産業生産プロセ
ス変革等支援事業（エネル
ギー価格・物価高騰対策
分）

エネルギー価格・原材料価格高騰により生産コストが上昇し、売上
高等が減少している県内中小企業の生産性向上、売上確保を図るた
め、生産プロセスの変革やサプライチェーンの再構築等による生産
性向上や新たな受注獲得の取組を支援する。

エネルギー価格・物価高騰の影響を受けている県内中小企業37社に
対して、生産プロセスの変革、サプライチェーンの再構築による生
産性向上及び新市場開拓等の取組を支援し、競争力強化を図った。

30,312,000 15,762,000
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実施内容及び効果事業概要 総事業費
うち臨時交付金

事業名No. 部局 課

22 商工労働部 産業振興課
ものづくり産業エネルギー
コスト削減対策緊急支援事
業

原油・物価高騰によりエネルギーコスト上昇に伴う企業の生産コス
ト上昇に対応するため、企業のエネルギーコストを削減する取組を
支援する。

企業の生産コスト上昇に対応するため、県内企業のエネルギーコス
トを削減する取組84件を支援した。

27,289,000 14,190,000

23 商工労働部 産業振興課
機械・金属関連業種サプラ
イチェーン強靭化対策補助
金

電力価格等の高騰により、事業者の収益が悪化している状況を踏ま
え、機械・金属関連業種のサプライチェーンの持続と地域経済発展
及び事業継続のため、地域内において特定工程を担う事業者に対し
て支援を実施する。

支援の要件を満たす企業計２者に対して、エネルギーコスト削減効
果が高い設備の導入経費を支援し、機械・金属関連業種におけるサ
プライチェーンの持続と地域経済発展を図った。

3,294,000 1,712,000

24 商工労働部 中小企業課
中小企業団体経営基盤緊急
強化事業（原油価格・物価
高騰対策）

原油・原材料価格高騰対策として、県内の協同組合等が取り組むコ
スト削減や生産性向上など、県内中小企業の経営基盤の強化に資す
る設備投資やソフト事業を支援する。

県内の事業協同組合等が取り組むコスト削減や生産性向上など、県
内中小企業の経営基盤の強化に資する設備投資やソフト事業９件を
支援した。

8,103,609 4,213,000

25 商工労働部 中小企業課
飲食・商業・サービス業新
事業展開支援事業

原油価格・物価高騰の影響を受ける中、飲食、商業及びサービス業
の事業者が取り組む新事業の展開による収益確保のために必要な設
備投資等を支援する。

飲食、商業及びサービス業の事業者に対し、エネルギーコスト削減
のために必要な設備の導入等に対して33件の支援を行った。

6,238,626 3,244,000
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26 商工労働部 中小企業課
飲食・商業・サービス業等
エネルギーコスト削減対策
緊急支援事業

エネルギー価格高騰の影響を受ける中、飲食、商業及びサービス業
等の事業者が取り組むエネルギーコスト削減のために必要な設備導
入等を支援する。

飲食、商業及びサービス業等の事業者（計502件）に対して、エネ
ルギーコスト削減効果の高い設備の導入に係る経費を助成した。
これにより、設備を導入した事業所におけるコスト削減につなが
り、県内中小企業における経営の安定化に一定の効果があった。

81,361,182 44,622,000

27 健康福祉部 高齢者福祉課
高齢者施設等における省エ
ネ設備の導入等に係る経費
助成

エネルギー価格高騰の影響を受けている社会福祉法人等が取り組む
エネルギーコスト削減効果の高い設備投資を支援する。

高齢者福祉事業所等計５事業所に対して、エネルギーコスト削減効
果の高い設備の導入に係る経費を助成した。
これにより、設備を導入した事業所におけるコスト削減につなが
り、運営支援に一定の効果があった。

7,955,000 4,136,000

28 健康福祉部
高齢者福祉課

障がい福祉課

省エネ設備整備費補助金
（エネルギー価格・物価高
騰対策）

エネルギー価格高騰による施設運営への影響を抑えるため、エネル
ギーコスト削減効果の高い設備の導入にかかる経費を助成する。

障がい福祉施設・事業所を運営する社会福祉法人等８施設に対し
て、エネルギーコスト削減効果の高い設備の導入に係る経費を助成
した。
これにより、設備を導入した施設におけるコスト削減につながり、
運営支援に一定の効果があった。

1,704,000 886,000
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29 農林水産部 畜産課 畜産経営緊急支援事業

飼料価格が高騰する中、輸入粗飼料に依存している酪農や肉用牛農
家では、配合飼料に加えて粗飼料の負担も経営を大きく圧迫してい
ることから、畜産農家を対象に、粗飼料の確保に必要な費用の一部
を支援する。

粗飼料の購入支援により、畜産農家の経営継続を後押しした（補助
件数：161件）。

6,542,901 3,402,000

30 商工労働部 商工政策課
ＬＰガス価格高騰緊急対策
事業（R6補正分）

物価高騰対策支援策のため、国が直接行う都市ガス等の価格高騰対
策に含まれていない、ＬＰガス消費者を対象とした料金値引き・給
付金の支給を行う。

ＬＰガス販売事業者（122事業者）を通じた消費者約17.8万件の利
用料金の値引きと、大量消費者等を対象とした給付金支給のための
事務局を設置した。

1,465,141 1,435,000
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